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１．１６年９月中間期の連結業績  （平成１６年４月１日 ～ 平成１６年９月３０日） 
（１）連結経営成績                               （百万円未満切捨表示） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
１６年９月中間期 ７１,３７５  (＋ 5.3) ５,７９６  (＋38.4) ６,６５８  (＋71.7) 
１５年９月中間期 ６７,７５１  (＋13.6) ４,１８９  (＋50.6) ３,８７６  (＋80.6) 
１ ６ 年 ３ 月 期 １３９,００７   ９,２７６   ８,４６７   

 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 
１６年９月中間期 ３,３６４  (＋ 64.8) ６２.７６  ５４.５１  
１５年９月中間期 ２,０４１  (＋133.3) ３８.１０  ─  
１ ６ 年 ３ 月 期 ４,９０２   ８５.６０  ７９.９５  
(注)①持分法投資損益   16 年 9 月中間期 △68 百万円 15 年 9 月中間 22 百万円 16 年 3 月期 △41 百万円 
②期中平均株式数(連結)16 年 9 月中間期 53,611,328 株 15 年 9 月中間 53,586,983 株 16 年 3 月期 53,573,447 株 
③会計処理の方法の変更   有 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

  

（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円  百万円  ％  円  銭  
１６年９月中間期 １１３,２６５  ４６,８５２  ４１.４  ８６３.５５  
１５年９月中間期 １１２,４７８  ４０,３０１  ３５.８  ７５２.３２  
１ ６ 年 ３ 月 期 １１４,０７５  ４２,９５５  ３７.７  ７９６.２４  
(注)期末発行済株式数 16 年 9 月中間期 54,256,115 株 15 年 9 月中間期 53,569,064 株 16 年 3 月期 53,550,100 株 
 

（３） 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円  百万円  百万円  百万円  
１６年９月中間期 ７,１４５  △３,０５６  △８,７４６  ４,４４５  
１５年９月中間期 １,３８８  △３,２８９  ５,３８２  ７,２６５  
１ ６ 年 ３ 月 期 ６,０１１  △７,０３９  ５,８６６  ８,８７９  

 

 （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数 ２１社  持分法適用非連結子会社数 ―社  持分法適用関連会社数 ３社 
 

 （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  連結 （新規）１社 （除外） ─社    持分法（新規）─社 （除外） ─社 
 

２．１７年３月期の連結業績予想  （平成１６年４月１日 ～ 平成１７年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円  百万円  百万円  
通  期 １４５,０００  １０,０００  ５,５００  

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ９６円３８銭 

※ 平成 17 年 3 月期の業績予想の前提条件及び業績予想の利用にあたっての注意事項等については、添付資料の６
ページをご参照ください 
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１．企業集団の状況 

事業の内容 

当社の企業集団は、当社、連結子会社２１社（当中間期新たに１社が追加）及び持分法適用会社３社で構成され、

四輪車用・二輪車用・汎用計器類、液晶表示素子、民生用機器等の製造販売を主な事業内容とし、さらに各事業に関

連する物流、コンピューターシステム、及び自動車販売その他のサービスの事業を展開しております。 

国内関係会社においては、製造会社は主として当社の生産体制と一体となって、当社製品の部品・完成品の製造を

担当し主に当社へ納入をしております。その他販売及びサービス関連の会社については当社及びグループ間の取り引

きのほか、直接他の法人、エンドユーザーとの取引きをしております。 

海外関係会社においては、現地系企業への販路拡大及び当社国内得意先の海外展開への対応、また中国・アジア拠

点は、グループ内相互補完の輸出基地としての役割を担い、部品・製品の製造・販売を行っております。 

当社グループの事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　事　業　区　分 　主　要　製　品　等   　会　　　　　社　　　　　名

　当社
　四輪車用計器 　エヌエスアドバンテック(株)

　自動車及び 　ヘッドアップディスプレイ 　エヌエスエレクトロニクス(株)
　　　汎用計器事業 　二輪車用計器  （株）プレテック・エヌ

　汎用計器  （株）ワイエヌエス
　各種センサー 　ユーケーエヌ・エス・アイ社

　ニューサバイナインダストリーズ社
　タイ-ニッポンセイキ社
　エヌ・エス・インターナショナル社
  ニッポンセイキ ヨーロッパ社
  インドネシア ニッポンセイキ社
  ニッポンセイキ・ド・ブラジル社
  上海日精儀器有限公司
※尚志精機股分有限公司

　当社
　空調･家電機器用ﾘﾓｺﾝ 　エヌエスアドバンテック(株)

　民生機器事業 　ＯＡ･情報機器用 　エヌエスエレクトロニクス(株)
　ｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾟﾈﾙ  その他  （株）プレテック・エヌ

　タイ-ニッポンセイキ社
  香港日本精機有限公司
  上海日精儀器有限公司
○東莞日精電子有限公司
　当社

　自動包装用機器 　日精サービス（株)
　その他事業 　貨物運送  （株）ホンダﾞ四輪販売長岡

　自動車販売  （株）大和ホンダ
　自動車の板金・塗装  （株）エヌエスボデイサービス
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ 　(株）ＮＳ・コンピュータサービス
                の販売 　エヌエスアドバンテック(株)
　樹脂材料加工・販売 　タイ　マット エヌエス社
　その他  （株）プレテック・エヌ　

  香港易初日精有限公司
※アデオン（株）
※柏崎タクシ－（株）

（注） １．複数の事業を営んでいる会社については、それぞれの事業区分に記載しております。
      ２． 無印  連結子会社２． 無印  連結子会社
      ３． ○      新規連結子会社３． ○    新規連結子会社
      ４． ※      持分法適用会社４． ※    持分法適用会社

　液晶事業 　液晶表示素子 　当社
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　以上を系統図で示すと次の通りであります。

　　　 　<　国　　内　> 　　 <　海　　外　>

　　　　国　　内　　顧　　客 　　海　　外　　顧　　客

日
自 製造・販売会社 本 販売会社
動 精 　ｴﾇ･ｴｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ社（米国）
車 （株）ﾜｲｴﾇｴｽ 機 　ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ ﾖｰﾛｯﾊﾟ社（ｵﾗﾝﾀﾞ）
及 株
び 式 製造会社
汎 製造会社 会 　ﾆｭｰｻﾊﾞｲﾅｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ社（米国）
用 社 　ﾕｰｹｰｴﾇ･ｴｽ･ｱｲ社（英国）
計  ｴﾇｴｽｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ(株) 　ﾀｲ-ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ社（タイ）
器 ∧ 　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ社（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）
／  ｴﾇｴｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ（株） 製 　ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ･ﾄﾞ･ﾌﾞﾗｼﾞﾙ社（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）
民 造 　上海日精儀器有限公司（中国）（注）
生 （株）ﾌﾟﾚﾃｯｸ･ｴﾇ ・ 　香港日本精機有限公司（中国）
機 販 ○東莞日精電子有限公司（中国）
器 売 ※尚志精機股分有限公司（台湾）

会
社

液 ∨
晶

親
製造会社 製造・販売会社
　自動包装用機器 会 　樹脂材料加工・販売

そ 　（株）ﾌﾟﾚﾃｯｸ･ｴﾇ 　ﾀｲ ﾏｯﾄ ｴﾇｴｽ社（タイ）
  有機ELの製造･販売 社
  ※アデオン（株）

の その他　会社 その他　会社
　樹脂材料加工・販売 　香港易初日精有限公司（中国）
　 ｴﾇｴｽｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ（株）

他 　自動車販売
　（株）ﾎﾝﾀﾞ四輪販売長岡
　日精ｻｰﾋﾞｽ（株）
  （株）大和ホンダ
　自動車板金塗装
　（株）ｴﾇｴｽﾎﾞﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
　輸　送
　日精ｻｰﾋﾞｽ（株）
　 ※柏崎タクシー（株）
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄの販売
　（株）NS･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｰﾋﾞｽ

無印　連結子会社 　製　　品
○    新規連結子会社 　部　　品
※　　持分法適用会社
（注）上海日精儀器有限公司の持株会社は、連結子会社香港易初日精有限公司であります。
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２．経 営 方 針 

 
（１） 経営の基本方針 

当社は、「顧客の立場に立って、価値の高い製品を提供することにより社会の繁栄に貢献する。」を経営理
念とし、常にグループ一丸となってお客様に満足していただける商品をお届けすることをモットーに事業活動
を展開しております。 
経営の基本方針は、現下の熾烈なコスト競争の中でも、継続的に収益体質を強化し企業価値の増大を図るこ
とであり、具体的には２００２年４月から２００５年３月までを期間とする中期経営計画の中でグループのあ
るべき姿を以下の経営ビジョン、中期経営方針、企業文化（行動指針）を掲げ、２１世紀も成長し続ける連結
企業体を目指しております。 

 
 
≪経営ビジョン≫ 

    “基板実装を核としたもの造り企業”として事業の成長・拡大を図る。 
 
① 車載事業において、四輪グローバルシェア１５％、二輪グローバルシェア４０％の獲得を目指す。 
 
② 表示デバイス事業の安定化・拡大を図り、車載事業に並ぶ事業に成長させる。 
 
③ 民生事業の拡大を図り、車載事業に並ぶ事業に成長させる。 

 
≪中期経営方針≫ 
① 連結企業体として国際競争に勝ち残れる収益体質を構築する。 
 
② 国際競争に負けない“もの造り総合力（品質、コスト、技術、物流、サービス）”を絶えず強化する。 
 
③ 有機ＥＬ事業の収益体質を早期に構築する。 
 
④ 絶えず変化する顧客ニーズにスピーディーかつ柔軟に対応する。 

 
≪企業文化≫ 

        質実簡迅  本質・現実・簡素・迅速 
                  ～ 質実簡迅の企業文化を築き上げ強い会社を目指す。～ 
 

 
（２） 利益配分に関する基本方針 

当社は株主の皆様に対する安定配当の継続を基本に、配当額の決定を経営の最重要政策と認識し、各営業年
度の業績と配当性向を総合的に勘案し利益還元を図っております。内部留保金につきましては、安定的な経営
基盤を維持しつつ､新たな成長につながる戦略的な研究開発への先行投資、グローバル事業展開の拡大に向け
た国内外の生産販売体制の整備・強化などに有効活用してまいります。 

 
 
（３） 会社の対処すべき課題・中期的な経営戦略 

“もの造り総合力強化”により業績拡大を目指す当社グループの対処すべき課題・中期的な経営戦略は次
の通りであり重点施策として取り組んでおります。 
 
① “ゼロ・ディフェクト(Ｚｅｒｏ Ｄｅｆｅｃｔ)”への挑戦 
品質第一の方針のもと、商品企画から製造・物流・営業・市場の全ての領域において不良を限りなくゼロに
近づけ、安定的に継続できる仕組み造りに取り組んでいます。これにより､顧客満足度向上と信頼の確保､加え
て品質コストの削減を図ります。 
 
② “もの造り力”の強化 
国際競争に勝ち残るため、将来の商品展開を目指した、生産技術を主体とするもの造りのための技術戦略の
推進、及びグループをあげての生産性向上、原価低減活動に取り組み、安定的に収益をあげうる経営体質の確
立を目指しています。 
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③ 有機ＥＬの事業化 
次世代のディスプレイである「有機ＥＬ」の拡販と生産体制を強化し、経営の柱として育成するための本格
的事業推進体制の構築とその展開を図っております。 
 

④ グローバル最適調達・生産体制の構築によるコストダウン 
中国・アジア拠点の低原価体質を活用した最適調達・生産を行うことにより、部品・完成品の相互補完体制
を確立し、世界の市場に供給するグループ全製品のミニマムコストを実現します。 
  

 
（４） コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

昨今の厳しい経営環境の中で、上記の課題に対する施策を効率的に推進してまいりますためには迅速で適切

な意思決定を行うことが不可欠であり、かつ管理機能を強化していくことが重要であると考えております。 

このため当社では役付取締役を中心に構成する「常務会」を週１回開催し、重要な業務執行についての協議･

検討、指示･命令を行っております。「常勤役員会」は取締役会を含み月２回開催され株主の利益を代表して

経営の基本的な意思決定を行うとともに業務執行の監督を行っております。      

また経営組織については、変化の激しい経営環境に迅速に対応できる体制とすべく取締役任期を１年間とし、

監視機能については、監査役制度に基づく社外監査役２名による強化を図り､更なる合理的な経営を追求して

おります。 

グループ経営においては、本格的な連結経営の時代を迎え、グループ全体の連携と経営管理強化のため、定

期的な「関係会社連絡会」の開催、親会社経営トップによる個別の関係会社ヒアリングを実施し、進むべき方

向を明確にしながら共同の戦略展開を推進しております。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

（１）経営成績 
 
①当中間期の概況 

当中間期における日本経済は、原油、原材料等の価格高騰など懸念材料はあったものの、企業業績の回復や雇

用情勢の改善などを背景に、緩やかながら回復傾向をたどりました。一方海外におきましても米国は､自動車生

産が低迷傾向でしたが、景気は拡大基調を持続しており､ユーロ圏の景気も緩やかに回復してきました。アジア

は、中国が個人消費の安定成長、設備投資の高水準な推移により高成長を続け、その他のアジア諸国も国内需要、

輸出共に拡大しました。 

このような情勢のなかで、当社グループは経営目標の達成に向け、計器、民生機器等の全ての事業領域にわた

って商品競争力の強化や拡販を図るため、グローバルでの生産・調達・販売体制の整備・強化を引き続き進めて

まいりました。具体的には計器事業において、インドネシア、インドの二輪車市場の拡大を睨み､「インドネシ

ア ニッポンセイキ社」の新工場建設の着手､「ジェイエヌエスインスツルメンツ社」（インド）への生産設備

増強のための増資を行ない､民生事業では日本、「香港日本精機有限公司」（中国）、「東莞日精電子有限公司」

（中国）の３拠点の協力体制による生産・販売の強化を行いました。調達面では、計器、民生機器事業とも、引

き続き連結ベースでの電子部品等の集中購買、及び中国､アジア拠点の低コスト生産を活用した製品･部品の相互

補完によりさらに原価低減を推し進めました。また､「アデオン株式会社」にて量産開始されました次世代ディ

スプレイの「有機ＥＬ」につきましては、その搭載計器を「ゼネラルモータース社」、「ダイムラークライスラ

ー社」向けに納入開始しております。 

このような事業展開の結果、当中間期の連結売上高は、７１,３７５百万円（前年同期比５.３％増）、営業利

益は５,７９６百万円（前年同期比３８.４％増）、経常利益は６,６５８百万円（前年同期比７１.７％増）、中

間純利益は３,３６４百万円（前年同期比６４.８％増）となりました。 

 
 
事業別セグメントの業績は次の通りであります。 
 
自動車及び汎用計器事業は、四輪車用計器が米国において自動車生産低迷と円高により減少しましたが、日本、
アジア、欧州が増加、二輪車用計器は日本、東南アジア及びブラジルが増加し、売上高は４４,６５５百万円（前
年同期比９.０％増）となりました。営業利益は、グローバルでの生産性向上活動及び集中購買、相互補完等に
よる資材費低減により５,３５５百万円（前年同期比３６.８％増）となりました。 
 
 液晶事業は、携帯電話を主とする移動体通信向けの減少により、売上高は１２,０３９百万円（前年同期比１
３.６％減）となりました。営業利益は歩留改善により１１７百万円（前年同期比１０.６％増）となりました。 

 

民生機器事業は、プラズマディスプレイ用実装基板（新規）の売上が貢献したことにより、売上高５,２９７

百万円（前年同期比１３.５％増）となりました。営業利益は香港支店における部品購買の促進、生産の中国シ

フト拡大により８２百万円（前年同期比４７.０％増）となりました。 

 

その他事業は、自動車販売、樹脂材料販売が増加し、全体で売上高は９,３８３百万円（前年同期比１５.０％

増）となり、営業利益は２７１百万円（黒字転換）となりました。 
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所在地別セグメントの業績は次の通りであります。 

      

日本は、液晶が減少しましたが、四輪車用計器、二輪車用計器の増加等により売上高は４５,８７７百万円（前

年同期比０.３％増）となりました。営業利益は、経営全般に渡る効率化及び電子部品を中心とした集中購買等

による原価低減により、４,１３５百万円（前年同期比５７.３％増）となりました。 

 

米州は、ブラジルにおける二輪車用計器の増加がありましたが、米国における四輪車用計器の減少及び円高が

影響し、売上高は１１,８６７百万円（前年同期比２.５％減）、営業利益は４３０百万円（前年同期比３.６％

減）となりました。  

     

欧州は、四輪車用計器が増加したことにより、売上高は４,９９５百万円（前年同期比２.９％増）、営業利益

は２０１百万円（前年同期比１０８.６％増）となりました。 

 

アジアは、タイ、中国における四輪車用計器の増加、インドネシアにおける二輪車用計器の増加、中国におけ
る民生機器の増加により売上高８,６３５百万円（前年同期比７２.４％増）、営業利益は１,０５９百万円（前
年同期比１７.５％増）となりました。 

 
 
②通期の見通し 

 

下半期につきましては、日本経済は緩やかな回復局面にあり、世界経済も米国経済の底固い成長やアジア経済

の高成長を受けて、全般的に回復傾向を続けると思われますが、原油価格、為替レートの動向など先行きが不透

明であることが懸念され楽観を許さない状況です。加えて、１０月２３日に発生した新潟県中越地震の業績に与

える影響が見込まれます。 

当社は、こうした状況を踏まえ、更なる商品競争力の強化とグループの体質改善を推進し、目標とする業績の

確保に向けて事業活動を展開してまいります。 

 

通期（平成１７年３月期）の連結業績の見通しについては次の通りです。 

売 上 高     １,４５０億円   前期比     ４.３％増 

営業利益         ９５億円   前期比    ２.４％増 

経常利益        １００億円   前期比   １８.１％増 

当期利益          ５５億円   前期比   １２.２％増 

 

尚、為替レートは、通期平均で、１米ドル＝１０５円、１ユーロ＝１２５円、１ポンド＝１７０円を前提とし

ております。 

 

 通期の業績予測につきましては、現時点で入手可能な情報に基づく将来の予測が含まれております。主要市場

における需給動向、為替相場等に不透明な面があり、実際の業績が記載の見通しと異なる場合があり得ることを

ご承知おき下さい。 
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（２）財政状態 
 
 当中間期におけるキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物が前中間期に比べ２,８２０百万円減少
し、４,４４５百万円となりました。 
  
 営業活動によるキャッシュ･フローは、７,１４５百万円の収入超過となりました。これは税金等調整前中間純
利益が６,１０６百万円と前年同期と比較して２,５７１百万円増加となったことに加え、買入債務の増加等があ
ったものの、売掛債権の増加等により、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して５,７５７百
万円（４１４.７％）の増加となりました。 
  
 投資活動によるキャッシュ・フローは、３,０５６百万円の支出超過となりました。これは主に有形固定資産
取得の支出によるものでありますが、同支出が前年同期と比較して５４百万円増加したものの、有形固定資産売
却による収入が前年同期と比較して２２１百万円増加したこと等により、投資活動によるキャッシュ・フローは
前年同期と比較して２３３百万円（７.１％）の支出減となりました。 
  
 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期債務の返済等により、８,７４６百万円の支出超過と前年同期と
比較して１４,１２９百万円の減少となりました。 
 
 
 キャッシュ・フローに関する補足情報 
 平成 15 年 9 月期中 平成 16 年 3 月期 平成 16 年 9 月期中 
株主資本比率（％） ３５.８ ３７.７ ４１.４ 
時価ベースの株主資本比率（％） ３９.１ ４１.５ ５１.５ 
債務償還年数（年） １０.２ ３.６ ０.９ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ １０.７ ２３.６ １１１.１ 

 
株主資本比率：株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 
※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー
を利用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ
ている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計
算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．中間連結財務諸表 

中間連結貸借対照表 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当中間期 前   期  前中間期 

(平成 16 年 9 月 30 日) (平成 16 年 3 月 31 日) 増   減 (平成 15 年 9 月 30 日) 

期  別 

 

科  目 金   額 金   額  金   額 

（資産の部）                 

          

流 動 資 産 ５８,６７０  ６０,５１７  △ １,８４６  ５８,２０９  

現 金 及 び 預 金           

受  取  手  形 

売    掛    金 

棚  卸  資  産 

繰 延 税 金 資 産           

そ の 他 の 流 動 資 産           

４,４８１ 

２,０２７ 

２９,６１６ 

１８,１７２ 

１,６３９ 

２,７７６ 

 ８,９４８ 

２,０９１ 

２９,０７６ 

１６,６２０ 

１,１２１ 

２,７０６ 

 △ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

４,４６６ 

６３ 

５３９ 

１,５５２ 

５１７ 

７０ 

 

 

 

 

 

 

７,３０８ 

１,７８９ 

２８,３９８ 

１７,５２４ 

１,１９２ 

２,０４６ 

 

貸 倒 引 当 金           △ ４４  △ ４８  ＋ ３  △ ５１  

          

固 定 資 産 ５４,３３２  ５３,２６３  ＋ １,０６８  ５３,８８１  

 有 形 固 定 資 産         ３７,６１０  ３７,１１０  ＋ ５００  ３８,５１５  

建 物 及 び 構 築 物           

機械装置及び運搬具          

工具・器具及び備品          

土        地 

建 設 仮 勘 定           

１０,３８０ 

９,２８７ 

３,７４８ 

１３,３０５ 

８８９ 

 １０,０３２ 

９,０５３ 

３,２６９ 

１３,８９２ 

８６０ 

 ＋ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

３４７ 

２３３ 

４７８ 

５８７ 

２８ 

 

 

 

 

 

１０,１８５ 

９,４００ 

３,１５１ 

１３,７６５ 

２,０１２ 

 

 無 形 固 定 資 産         １,１８９  １,３０６  △ １１６  １,２３０  

連 結 調 整 勘 定           

その他の無形固定資産 

１９ 

１,１６９ 

 ２４５ 

１,０６０ 

 

 

△ 

＋ 

２２５ 

１０８ 

 

 

２８９ 

９４０ 

 

 投資その他の資産 １５,５３２  １４,８４７  ＋ ６８５  １４,１３６  

投 資 有 価 証 券           

繰 延 税 金 資 産           

そ    の    他 

１３,０９６ 

１,６０７ 

９０３ 

 １２,４４６ 

１,５６７ 

９０７ 

 ＋ 

＋ 

△ 

６４９ 

３９ 

４ 

 

 

 

１０,６１８ 

２,６８５ 

９３８ 

 

貸 倒 引 当 金           △ ７４  △ ７４   ─  △ １０６  

          

繰 延 資 産 ２６２  ２９５  △ ３２  ３８８  

試 験 研 究 費           ２６２  ２９５  △ ３２  ３７７  

 開 業 費           ─  ─   ─  １０ 

 

 

資 産 合 計 １１３,２６５  １１４,０７５  △ ８１０  １１２,４７８  
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（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当中間期 前   期  前中間期 

(平成 16 年 9 月 30 日) (平成 16 年 3 月 31 日) 増   減 (平成 15 年 9 月 30 日) 

期  別 

 

科  目 金   額 金   額  金   額 

（負債の部）                 
          

流 動 負 債 ４６,３１９  ５０,４４９  △ ４,１３０  ５５,６８１  

支  払  手  形 

買    掛    金 

短 期 借 入 金           

未 払 法 人 税 等           

賞 与 引 当 金           

そ の 他 の 流 動 負 債           

３,４４２ 

２３,６８８ 

８,６５４ 

２,８７４ 

２,０７１ 

５,５８７ 

 ３,２４６ 

２２,９１８ 

１６,９２２ 

８９５ 

１,４４４ 

５,０２１ 

 ＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

１９６ 

７６９ 

８,２６８ 

１,９７８ 

６２６ 

５６５ 

 

 

 

 

 

 

２,９５５ 

２１,８９９ 

２２,７０３ 

１,５７４ 

１,５７７ 

４,９７１ 

 

          

固 定 負 債 １６,５５３  １７,１７２  △ ６１８  １３,２２３  

社        債 

長 期 借 入 金           

繰 延 税 金 負 債           

退 職 給 付 引 当 金           

役員退職慰労引当金 

そ の 他 の 固 定 負 債           

６,８１８ 

４,７９７ 

５３９ 

２,５４６ 

５４９ 

１,３０１ 

 ７,５００ 

４,７１２ 

４５９ 

２,４６０ 

６６５ 

１,３７４ 

 △ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

６８２ 

８５ 

８０ 

８６ 

１１６ 

７２ 

 

 

 

 

 

─ 

５,６９６ 

３６７ 

６,４７０ 

６１５ 

７４ 

 

          

負 債 合 計 ６２,８７２  ６７,６２１  △ ４,７４８  ６８,９０５  

          

（少数株主持分）          
          

少 数 株 主 持 分 ３,５４０  ３,４９９  ＋ ４０  ３,２７２  
          

（資本の部）          
          

資 本 金          １２,７７９  １２,４９５  ＋ ２８３  １２,４９５  

資 本 剰 余 金          ４,５３８  ４,２２０  ＋ ３１７  ４,２２０  

利 益 剰 余 金          ２９,８９５  ２７,１８５  ＋ ２,７１０  ２４,５３９  

その他有価証券評価差額金 ３,１４８  ２,６３０  ＋ ５１８  ２,１７５  

為替換算調整勘定          △ １,６４６  △ １,６７２  ＋ ２５  △ １,２４０  

自 己 株 式          △ １,８６２  △ １,９０４  ＋ ４１  △ １,８８９  
          

資 本 合 計 ４６,８５２  ４２,９５５  ＋ ３,８９７  ４０,３０１  
負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 １１３,２６５  １１４,０７５  △ ８１０  １１２,４７８  
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中間連結損益計算書 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当中間期 前中間期  前   期 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

対前年中間期 
増    減 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

期  別 

 

科  目 
金  額 比 率 金  額 比 率  金  額 比率 

   %  %    ％ 

営 営 業 収 益              

業 売   上   高 ７１,３７５ 100.0 ６７,７５１ 100.0 ＋ ３,６２４ １３９，００７ 100.0 

損 営 業 費 用              

益 売  上  原  価 ５８,２３８ 81.6 ５６,３７０ 83.2 ＋ １,８６７ １１５,２４６ 82.9 

の  売 上 総 利 益 １３,１３７ 18.4 １１,３８１ 16.8 ＋ １,７５６ ２３,７６０ 17.1 

部 販売費及び一般管理費 ７,３４０ 10.3 ７,１９２ 10.6 ＋ １４８ １４,４８３ 10.4 

          

 営  業  利  益 ５,７９６ 8.1 ４,１８９ 6.2 ＋ １,６０７ ９,２７６ 6.7 

 営業外収益 １,００８ 1.4 ３７９ 0.5 ＋ ６２８ ６０７ 0.4 

営 受取利息及び配当金           １２８  ２１３  △ ８５ ２８４  

業 持分法による投資利益 ─  ２２  △ ２２ ─  

外 そ の 他           ８８０  １４４  ＋ ７３６ ３２２  

損          

益 営業外費用 １４７ 0.2 ６９２ 1.0 △ ５４４ １,４１６ 1.0 

の 支  払  利  息 ６５  １３０  △ ６４ ２５５  

部 持分法による投資損失 ６８  ─  ＋ ６８ ４１  

 そ の 他           １４  ５６２  △ ５４７ １,１１９  

経

 

常

 

損

 

益

 

の

 

部 

          

  経  常  利  益 ６,６５８ 9.3 ３,８７６ 5.7 ＋ ２,７８１ ８,４６７ 6.1 

 特 別 利 益      １７８ 0.2 ９ 0.0 ＋ １６８ ６２０ 0.4 

 固 定 資 産 売 却 益           １６３  ９  ＋ １５３ ３９  

 貸 倒 引 当 金 戻 入           ４  ─  ＋ ４ ─  

 退 職 給 付 終 了 益 ─  ─   ─ ５８１  

 そ の 他           １０  ─  ＋ １０ ─  

          

 特 別 損 失      ７３０ 1.0 ３５２ 0.5 ＋ ３７８ ６３５ 0.4 

 固 定 資 産 処 分 損           ５６  ５１  ＋ ４ １８８  

 減 損 損 失 ５５１  ─  ＋ ５５１ ─  

 投資有価証券評価損           １３  ８３  △ ６９ ８５  

 ゴルフ会員権評価損           ─  １１  △ １１ １２  

 退職給付会計基準変更時差異償却 ４３  １８６  △ １４３ ２７７  

 過年度役員退職慰労引当金繰入額 １５  １７  △ １ ３４  

特

 

別

 

損

 

益

 

の

 

部 

 そ の 他           ５０  １  ＋ ４８ ３７  

 税金等調整前中間(当期)純利益 ６,１０６ 8.5 ３,５３４ 5.2 ＋ ２,５７１ ８,４５２ 6.1 

 法人税、住民税及び事業税 ３,０９７ 4.3 １,６７２ 2.5 ＋ １,４２５ ２,４０２ 1.7 

 法 人 税 等 調 整 額             △ ８０３ △1.1 △ ６１８ △0.9 △ １８５ ３４１ 0.3 

 少数株主利益（減算）             ４４７ 0.6 ４３９ 0.6 ＋ ８ ８０５ 0.6 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             ３,３６４ 4.7 ２,０４１ 3.0 ＋ １,３２２ ４,９０２ 3.5 

 



 －１１－

 

中間連結剰余金計算書 

 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当中間期 前中間期  前   期 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

対前年中間期 
増    減 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３1日 

 期  別 

 

科  目 金   額 金   額  金   額 

Ⅰ.資本剰余金期首残高 ４,２２０  ４,２２０  ＋ ０ ４,２２０  

         

Ⅱ.資本剰余金増加高          ３１７  ０  ＋ ３１７ ０  

1.転換社債の転換による新株

式の発行 
２８３  ─  ＋ ２８３ ─ 

 

2.自己株式処分益 ３４  ０  ＋ ３４ ０  

         

資

本

剰

余

金

の

部 Ⅲ.資本剰余金中間期末（期末） 

残高 
４,５３８  ４,２２０  ＋ ３１７ ４,２２０ 

 

Ⅰ.利益剰余金期首残高 ２７,１８５  ２３,００９  ＋ ４,１７６ ２３,００９  

         

Ⅱ.利益剰余金増加高 ３,３６４  ２,０４１  ＋ １,３２２ ４,９０２  

1.中間（当期）純利益 ３,３６４  ２,０４１  ＋ １,３２２ ４,９０２  

 

Ⅲ.利益剰余金減少高 

 

６５４ 

  

５１２ 

  

＋ 

 

１４２ 

 

７２６ 

 

1.配当金 ３２１  ２１４  ＋ １０６ ４２８  

2.役員賞与 ２９６  ２７５  ＋ ２１ ２７５  
3.連結子会社増加に伴う 
 減少額 ６  ２２  △ １６ ２２  

4.連結子会社持分比率変更に 
 伴う減少額 ２９  ─  ＋ ２９ ─  

         

利

益

剰

余

金

の

部 

Ⅳ.利益剰余金中間期末（期末） 

残高 
２９,８９５  ２４,５３９  ＋ ５,３５６ ２７,１８５ 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当中間期 前中間期  前  期 

自  平成16年4月  1日 
至  平成16年9月30日 

自  平成15年4月  1日 
至  平成15年9月30日 

対前年中間期 
増    減 

自  平成15年4月  1日 
至  平成16年3月31日 

期  別 
 
 
科  目 金   額 金   額  金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         
1. 
2. 
3. 
4. 
5. 
6. 
7. 
8. 
9. 
10. 
11. 
12. 
13. 
14. 
15. 
16. 
17. 
18. 
19. 

税金等調整前中間(当期)純利益 
減  価  償  却  費 
減 損 損 失 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
賞与引当金の増加（減少）額 
退職給付引当金の増加(減少)額 
貸倒引当金の増加（減少）額 
受取利息及び受取配当金 
支   払   利   息 
為 替 差 損（益） 
持分法による投資損失（利益） 
有 形 固 定 資 産 売 却 益 
有 形 固 定 資 産 処 分 損 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 
売上債権の減少（増加）額              
棚 卸 資 産 の 増 加 額              
仕入債務の増加（減少）額              
役 員 賞 与 の 支 払 額 
そ     の     他 

 
 
 
 
 
△ 
△ 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
 
△ 
△ 
 
△ 
△ 

６,１０６ 
２,４５１ 
５５１ 
２２ 
６１０ 
２７ 
４ 

１２８ 
６５ 
１６６ 
６８ 
１６３ 
５６ 
１３ 
１６５ 
１,４３３ 
６４６ 
３１５ 
１０７ 

 
 
 
 
△ 
 
 
△ 
 
 
△ 
△ 
 
 
 
△ 
△ 
△ 

３,５３４ 
２,４７５ 
─ 
４４ 
２０ 
６８４ 
４１ 
２１３ 
１３０ 
１５８ 
２２ 
９ 
５１ 
９５ 

２,３１２ 
１,０６１ 
５,４６１ 
２９０ 
９２８ 

＋ 
△ 
＋ 
△ 
＋ 
△ 
△ 
＋ 
△ 
△ 
＋ 
△ 
＋ 
△ 
△ 
△ 
＋ 
△ 
△ 

２,５７１ 
２４ 
５５１ 
２２ 
６３０ 
７１２ 
４５ 
８５ 
６４ 
３２４ 
９０ 
１５３ 
４ 
８１ 

２,４７８ 
３７１ 
６,１０８ 
２５ 

１,０３５ 

 
 
 
 
△ 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
 
 
△ 
△ 
△ 
 

８,４５２ 
５,４８１ 
─ 
８８ 
１５２ 
３,２７４ 
３９ 
２８４ 
２５５ 
４６ 
４１ 
３９ 
１８８ 
９７ 

１,０２２ 
５３４ 
３,６６０ 
２９０ 
２,２１８ 

 小  計  ８,０７７  ３,３７６ ＋ ４,７０１  ９,６０２ 
20. 
21. 
22. 

利息及び配当金の受取額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

 
△ 
△ 

１７６ 
６４ 

１,０４４ 

 
△ 
△ 

２１５ 
１２９ 
２,０７３ 

△ 
＋ 
＋ 

３８ 
６５ 

１,０２９ 

 
△ 
△ 

２８５ 
２５４ 
３,６２２ 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  ７,１４５  １,３８８ ＋ ５,７５７  ６,０１１ 
          

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         
1. 
2. 
3. 
 
4. 
5. 
6. 
7. 
8. 

有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
無形固定資産・投資その他の資産 

の取得による支出 
貸 付 に よ る 支 出               
貸 付 金 回 収 に よ る 収 入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
そ      の      他 

△ 
 
 
△ 
△ 
 
△ 
 
 

２,８５９ 
３３８ 
 

２９０ 
１９４ 
７ 

１０９ 
１８ 
３２ 

△ 
 
 
△ 
△ 
 
△ 
 
 

２,８０５ 
１１７ 
 

１９８ 
１００ 
２ 

３４９ 
１ 
４３ 

△ 
＋ 
 
△ 
△ 
＋ 
＋ 
＋ 
△ 

５４ 
２２１ 
 

９１ 
９４ 
５ 

２４０ 
１７ 
１０ 

△ 
 
 
△ 
△ 
 
△ 
 
 

５,９８６ 
１,３２０ 

 
６８２ 
１７５ 
５ 

１,５４５ 
８ 
１６ 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３,０５６ △ ３,２８９ ＋ ２３３ △ ７,０３９ 
          

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         
1. 
2. 
3. 
4. 
5. 
6. 
7. 
8. 

短期借入金の増加（減少）額 
長 期 借 入 に よ る 収 入 
長期借入金の返済による支出 
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 
自己株の取得 ･ 売却による収支
配 当 金 の 支 払 額 
少数株主への配当金の支払額 
そ の 他 

△ 
 
△ 
 
△ 
△ 
△ 
△ 

８,５４７ 
１,５００ 
１,１６２ 
─ 
３９ 
３２１ 
１３２ 
４４ 

 
 
△ 
 
△
△ 
△ 

７,１８１ 
─ 

１,４４１ 
─ 
２１ 
２１４ 
１２１ 
─ 

△ 
＋ 
＋ 
 
△ 
△ 
△ 
△ 

１５,７２８ 
１,５００ 
２７９ 
─ 
１７ 
１０６ 
１０ 
４４ 

 
 
△ 
 
△ 
△ 
△ 

１,３６１ 
７２ 

２,４８０ 
７,５００ 
３５ 
４２９ 
１２１ 
─ 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ ８,７４６  ５,３８２ △ １４,１２９  ５,８６６ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ４７ △ １８５ ＋ ２３２  ６９ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(減少)額 △ ４,６１０  ３,２９５ △ ７,９０５  ４,９０８ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                  ８,８７９  ３,７８６ ＋ ５,０９２  ３,７８６ 

Ⅶ
新 規 連 結 に 伴 う 現 金 及 び                 
現 金 同 等 物 の 増 加                 

 １７６  １８３ △ ７  １８３ 

Ⅷ
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の                 
中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高                 

 ４,４４５  ７,２６５ △ ２,８２０  ８,８７９ 

          

 



 －１３－

(中間連結財務諸表作成のための基本となる事項） 

 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社  ２１社 

エヌエスアドバンテック(株)、エヌエスエレクトロニクス(株)、日精サ－ビス(株)、(株)ＮＳ・コンピュー

タサービス、(株)ホンダ四輪販売長岡、(株)プレテック・エヌ、(株)エヌエスボデイサービス、ユーケーエ

ヌ・エス・アイ社、ニューサバイナインダストリーズ社、エヌ・エス・インターナショナル社、タイ-ニッ

ポンセイキ社、タイ マット エヌエス社、(株)ワイエヌエス、香港日本精機有限公司、インドネシア ニッ

ポンセイキ社、香港易初日精有限公司、上海日精儀器有限公司、(株)大和ホンダ、ニッポンセイキ･ド･ブラ

ジル社、ニッポンセイキヨーロッパ社 

 （新規）東莞日精電子有限公司 

      

東莞日精電子有限公司は重要性が増したため、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めることといたしま

した。 

 

(2)  非連結子会社   １社 

日精工程塑料(南通)有限公司 

 

(3) 非連結子会社について、連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社日精工程塑料(南通)有限公司は小規模会社であり、総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)  持分法適用会社 ３社 

柏崎タクシー(株)、尚志精機股分有限公司、アデオン（株） 

 

(2)  持分法を適用していない関連会社２社は、中間純損益並びに利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響に重

要性がないため、持分法の適用より除いております。 

 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、タイ-ニッポンセイキ社、タイ マット エヌエス社、香港日本精機有限公司、インドネシ

ア ニッポンセイキ社、香港易初日精有限公司、上海日精儀器有限公司、ニッポンセイキ･ド･ブラジル社及び

東莞日精電子有限公司の中間決算日は６月３０日であり、(株)プレテック・エヌの中間決算日は８月３１日で

あります。中間連結財務諸表作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の中間事業年度末日と中間

連結決算日は、一致しております。 

 



 －１４－

 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①棚卸資産 

      計器類の製品・仕掛品 ･････････  総平均法による原価法 

      その他の製品・仕掛品 ･････････  個別法による原価法 

      原    材    料 ･････････  総平均法による原価法 

      貯    蔵    品 ･････････  最終仕入原価法 

②有価証券 

      その他の有価証券 

       時価のあるもの ･･････ 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

       時価のないもの ･･････ 移動平均法による原価法 

    ③デリバティブ取引 

時価法 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産   ･････････ 主として定率法 

    ②無形固定資産   ･････････ 主として定額法 

但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については 5 年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分額を償

却することとしております。 

数理計算上の差異については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分額

を、翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

    ④役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社 7 社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。なお、連結子会社 3 社は役員退職慰労引当金繰入額の過年度分は 3 年間で均等額

を繰入れることとしており、当中間連結会計期間負担額 15 百万円を特別損失に計上しております。 

 



 －１５－

 

 

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の中間財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の
資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含

めております。 

 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  (6) その他 

①消費税等の会計処理について 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

②繰延資産の処理方法 

      試験研究費 

英国の連結子会社であるユーケーエヌ・エス・アイ社他 1 社は自国の会計基準に基づき、四輪車用

計器類に係わる新製品・新技術の開発に特別に要した費用は、繰延資産として計上し、関連する製

品の生産期間にわたって償却しております。 

③親会社と連結子会社で会計処理基準が異なるもの 

      連結子会社が採用する会計処理基準は下記事項を除き、当社が採用する会計処理基準とおおむね同一

であります。 

      棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       連結子会社２社 

         計器類の製品・仕掛品 ･･････ 売価還元法による原価法 

         計器類の原材料・貯蔵品 ････ 最 終 仕 入 原 価 法            

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、5 年間で均等償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づき作成してお

ります。 

 
８．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金、要求払預金及び取得日から 3

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期投資を計上しております。 
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（固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6 号 平
成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年 3 月 31 日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できること
になったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これにより税
金等調整前中間純利益は 551 百万円減少しております。 

 

(注記) 

中間連結貸借対照表関係                                  (単位:百万円) 

   当中間期    前  期  増  減    前中間期  
１.有形固定資産の減価償却累計額 ５８,３１７  ５６,３９７  ＋１,９１９  ５５,１２７  
２.保証債務残高 ─  ─  ─  １３  
３.自己株式の数及び （2,906,962 株 ） （2,993,309 株 ） （△86,347 株 ） （2,974,345 株 ）
  中間連結貸借対照表計上額 １,８６２  １,９０４  △  ４１  １,８８９  

 

 

連結キャッシュ・フロー計算                              (単位:百万円) 

 現金及び現金同等物の期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 当中間期 前中間期 増  減 前  期 
現 金 及 び 預 金 勘 定  ４,４８１  ７,３０８ △ ２,８２６  ８,９４８ 
預入期間３ヶ月を超える定期預金 △ ３６ △ ４２ ＋ ５ △ ６９ 
現 金 及 び 現 金 同 等 物  ４,４４５  ７,２６５ △ ２,８２０  ８,８７９ 
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５．セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

当中間期（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 

 

自動車及び 
汎用計器      
事   業 

液   晶 
 

事   業 

民生機器      
 

事   業 

そ の 他 
 

事   業 計 

消   去 
又は 
全   社 

 
連   結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
 売上高 
 (1)外部顧客に対する 
        売上高 44,655  12,039  5,297  9,383  71,375  ─  71,375  
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 
   売上高又は振替高 ─  ─  ─  3,776  3,776  ( 3,776 ) ─  

    計 44,655  12,039  5,297  13,159  75,152  ( 3,776 ) 71,375  

  営 業 費 用 39,300  11,921  5,215  12,888  69,325  ( 3,746 ) 65,578  

  営 業 利 益 5,355  117  82  271  5,826  (    29 ) 5,796  

 

前中間期（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 

 

自動車及び 
汎用計器      
事   業 

液   晶 
 

事   業 

民生機器      
 

事   業 

そ の 他 
 

事   業 計 

消   去 
又は 
全   社 

 
連   結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
 売上高 
 (1)外部顧客に対する 
        売上高 40,984  13,940  4,669  8,158  67,751  ─  67,751  
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 
   売上高又は振替高 ─  ─  ─  3,412  3,412  ( 3,412 ) ─  

    計 40,984  13,940  4,669  11,570  71,164  ( 3,412 ) 67,751  

  営 業 費 用 37,069  13,834  4,612  11,575  67,091  ( 3,528 ) 63,562  
  営 業 利 益 
 （又は営業損失） 3,914  106  56  △   4  4,072  116  4,189  

 

前 期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 

自動車及び 
汎用計器      
事   業 

液   晶 
 

事   業 

民生機器      
 

事   業 

そ の 他 
 

事   業 
 
計 

消   去 
又は 
全   社 

 
連   結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
 売上高 
 (1)外部顧客に対する 
        売上高 85,922  25,901  9,464  17,718  139,007  ─  139,007  
 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 
   売上高又は振替高 ─  ─  ─  7,134  7,134  ( 7,134 ) ─  

    計 85,922  25,901  9,464  24,853  146,142  ( 7,134 ) 139,007  

  営 業 費 用 77,337  25,711  9,166  24,590  136,806  ( 7,076 ) 129,730  

  営 業 利 益 8,585  189  298  262  9,335  (    58 ) 9,276  
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(注)  １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

 事 業 区 分         主 要 製 品 

自動車及び 
   汎用計器事業 

二輪車・四輪車・農機・建機・船舶用計器類 
 

液  晶   事  業 計器・時計・音響機器・通信機器・OA 機器・家電・車載用ﾓﾉｸﾛ･ｶﾗｰ・反射型ｶﾗ
ｰ LCD､ﾓﾉｸﾛ・ｶﾗｰ・反射型ｶﾗｰ LCD ﾓｼﾞｭｰﾙ 

民 生 機 器 事 業 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ IC、空調･家電機器用ﾘﾓｺﾝ、OA･情報機器用ｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾟﾈﾙ 

そ の 他 事 業 
 

自動包装用機器、液体充填機、自動車販売、貨物運送、 
ｿﾌﾄｳｴｱの開発販売、受託計算 
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（２） 所在地別セグメント情報 

当中間期（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 

 日  本 米  州 欧  州 ア ジ ア 計 
消去又は 
全  社 連  結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売上高 
  (1)外部顧客に対する 
       売上高 45,877  11,867 

 

4,995  8,635  71,375  ─  71,375  
  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 
   売上高又は振替高 14,315  32 

 
0  1,983  16,332  ( 16,332 

 
) ─  

計 60,192  11,899  4,996  10,619  87,708  (16,332 ) 71,375  

   営 業 費 用 56,057  11,469  4,794  9,560  81,881  (16,302 ) 65,578  

   営 業 利 益 4,135  430  201  1,059  5,826  (    29 ) 5,796  

 

前中間期（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 

 日  本 米  州 欧  州 ア ジ ア 計 
消去又は 
全  社 連  結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売上高 
  (1)外部顧客に対する 
       売上高 45,719  12,168 

 

4,856  5,007  67,751  ─  67,751  
  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 
   売上高又は振替高 11,210  358 

 
0  2,505  14,075  ( 14,075 

 
) ─  

計 56,929  12,526  4,857  7,513  81,827  ( 14,075 ) 67,751  

   営 業 費 用 54,301  12,080  4,760  6,611  77,754  ( 14,191 ) 63,562  

   営 業 利 益 2,628  446  96  901  4,072  116  4,189  

 

前 期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 日  本 米  州 欧  州 ア ジ ア 計 
消去又は 
全  社 連  結 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売上高 
  (1)外部顧客に対する 
       売上高 94,046  23,932 

 

10,207  10,820  139,007  ─  139,007  
  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 
   売上高又は振替高 23,468  667 

 
1  5,520  29,657  (29,657 

 
) ─  

計 117,514  24,599  10,209  16,341  168,664  (29,657 ) 139,007  

   営 業 費 用 111,305  23,637  9,740  14,645  159,329  (29,598 ) 129,730  

   営 業 利 益 6,209  962  468  1,695  9,335  (    58 ) 9,276  

 



 －２０－

 

 

（３） 海外売上高 

当中間期（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 

 米 州 欧 州 アジア 計 

Ⅰ海 外 売 上 高 
百万円 

１１,８９６ 
百万円 

 ５,１６７ 
百万円 

 ９,８３９ 
百万円 

 ２６,９０３ 

Ⅱ連 結 売 上 高 
   百万円 

 ７１,３７５ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

％ 
 １６.７ 

％ 
  ７.２ 

％ 
 １３.８ 

％ 
  ３７.７ 

 

前中間期（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 

 米 州 欧 州 アジア 計 

Ⅰ海 外 売 上 高 
百万円 

１２,１６５ 
百万円 

 ５,０４５ 
百万円 

 ７,０３３ 
百万円 

 ２４,２４３ 

Ⅱ連 結 売 上 高 
   百万円 

 ６７,７５１ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

％ 
 １８.０ 

％ 
  ７.４ 

％ 
 １０.４ 

％ 
  ３５.８ 

 

前 期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 米 州 欧 州 アジア 計 

Ⅰ海 外 売 上 高 
百万円 

２３,８５８ 
百万円 

１０,６７１ 
百万円 

１５,１９０ 
百万円 

 ４９,７２０ 

Ⅱ連 結 売 上 高 
   百万円 

１３９,００７ 
Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

％ 
 １７.２ 

％ 
  ７.７ 

％ 
  １０.９ 

％ 
  ３５.８ 

 

(注)１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計であります。 

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)  米 州 …… 米国・カナダ・ブラジル 

(2)  欧 州 …… 英国・オランダ・ドイツ・イタリア 

(3)  アジア …… 中国・タイ・インドネシア 
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６．有価証券及びデリバティブ取引の状況等 

 

有価証券 

 (1)時価のある有価証券 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
当中間期 

（平成 16 年 9 月 30 日現在） 
前中間期 

（平成 15 年 9 月 30 日現在） 
前  期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 
区  分 

取得原価 
中 間 連 結 
貸借対照表 
計 上 額 

差   額 取得原価 
中 間 連 結 
貸借対照表 
計 上 額 

差   額 取得原価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計
上 額 

差   額 

その他有価証券 
① 株    式 
② そ の 他 

 
5,478 
0 

 
10,763 
0 

 
5,285 
─ 

 
5,472 
0 

 
9,117 
0 

 
3,644 
─ 

 
5,483 
0 

 
9,892 
0 

 
4,408 
─ 

計 5,478 10,764 5,285 5,473 9,118 3,644 5,484 9,893 4,408 

 

 (2)時価評価されていない主な有価証券 

                         （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
当中間期 

（平成 16 年 9 月 30 日現在） 
前中間期 

（平成 15 年 9 月 30 日現在） 
前  期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 区  分 
中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 
 非上場外国債券 

 
1,100 

 
─ 

 
1,046 

計 1,100 ─ 1,046 
その他有価証券 
非上場株式 

 
721 

 
742 

 
732 

計 721 742 732 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

［金利関連］                       （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
当中間期 

（平成 16 年 9 月 30 日現在） 
前中間期 

（平成 15 年 9 月 30 日現在） 
前  期 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

契約額等 契約額等 契約額等 
区
分 
種 類 

 うち 
１年超 

時価 
評価
損益  うち 

１年超 
時価 
評価
損益  うち 

１年超 
時価 
評価
損益 

             
金利ｽﾜｯﾌﾟ取引                         
受取固定・ 
支払変動 

─  ─  ─  ─  150  ─  0  0  125  ─  0  0  

以

外

の

取

引

市

場

取

引                          
合   計 ─  ─  ─  ─  ─  ─  ─  0  ─  ─  ─  0  

 注）１．時価の算定方法 
金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２．上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る 
市場リスク量を示すものではありません。 
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７．販 売 の 状 況 

 

(1)品目別売上高（連結） 

（百万円未満切捨表示）（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 
自 平成 16 年 4 月  1 日 
至 平成 16 年 9月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 15 年 4 月  1 日 
至 平成 15 年 9月 30 日 

前連結会計年度 
自 平成 15 年 4 月  1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日 

期  別 
 
事  業 金 額 構成比 金 額 構成比 

増  減 

金 額 構成比 
  %  %   % 

自動車及び汎用計器事業 44,655 59.4 40,984 57.6 ＋ 3,671 85,922 58.8 
液 晶 事 業 12,039 16.0 13,940 19.6 △ 1,901 25,901 17.7 
民 生 機 器 事 業 5,297 7.1 4,669 6.6 ＋  628 9,464 6.5 
そ の 他 事 業 13,159 17.5 11,570 16.2 ＋ 1,588 24,853 17.0 

計 75,152 100.0 71,164 100.0 ＋ 3,987 146,142 100.0 
消 去 又 は 全 社 △  3,776 ─ △  3,412 ─ △  363 △  7,134 ─ 
連 結 71,375 ─ 67,751 ─ ＋ 3,624 139,007 ─ 

 

 

(2)所在地別売上高（連結） 

（百万円未満切捨表示）（単位：百万円） 
当中間連結会計期間 
自 平成 16 年 4 月  1 日 
至 平成 16 年 9月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 15 年 4 月  1 日 
至 平成 15 年 9月 30 日 

前連結会計年度 
自 平成 15 年 4 月  1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日 

期  別 
 
所 在 地     金 額 構成比 金 額 構成比 

増  減 

金 額 構成比 

  %  %   % 
日 本 60,192 68.6 56,929 69.6 ＋ 3,263 117,514 69.7 
米 州 11,899 13.6 12,526 15.3 △  626 24,599 14.6 
欧 州 4,996 5.7 4,857 5.9 ＋  139 10,209 6.0 
ア ジ ア 10,619 12.1 7,513 9.2 ＋ 3,105 16,341 9.7 

計 87,708 100.0 81,827 100.0 ＋ 5,881 168,664 100.0 
消 去 又 は 全 社 △ 16,332 ─ △ 14,075 ─ △ 2,257 △ 29,657 ─ 
連 結 71,375 ─ 67,751 ─ ＋ 3,624 139,007 ─ 

 

 

 



 －２３－

平成１７年３月期     個別中間財務諸表の概要     平成１６年１１月１６日 

上場会社名 日 本 精 機 株 式 会 社              上場取引所    東 
コード番号 ７２８７                     本社所在都道府県 新潟県 
（ＵＲＬ http://www.nippon-seiki.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長      氏名 永井 正二 
問合せ先責任者 役職名 取締役経理部ｾﾞﾈﾗﾙ･ﾏﾈｼﾞｬｰ 氏名 五十嵐竹善 ＴＥＬ （０２５８）２４－３３１１ 
中間決算取締役会開催日 平成１６年１１月１６日         中間配当制度の有無  有 
中 間配当支払開始日 平成１６年１２月１４日         単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 
 

１．１６年９月中間期の業績 （平成１６年４月１日 ～ 平成１６年９月３０日） 

（１）経営成績                              （百万円未満切捨表示） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１６年９月中間期 ４７,９９３  （＋ 4.0） ２,８７５  （＋ 50.3） ４,８３７  （＋113.5） 
１５年９月中間期 ４６,１５８  （＋13.6） １,９１３  （＋ 79.4） ２,２６５  （＋106.8） 
１ ６ 年 ３ 月 期         ９４,４０５   ３,９９９   ４,４７２   

 
 中間(当期)純利益 1 株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円  銭  
１６年９月中間期 ２,８０８  （＋ 80.3） ５２.３９  
１５年９月中間期 １,５５７  （＋112.1） ２９.０７  
１ ６ 年 ３ 月 期         ３,１２２   ５５.０６  
(注)①期中平均株式数 16 年 9 月中間期 53,611,328 株 15 年 9 月中間 53,586,983 株 16 年 3 月期 53,573,447 株 
②会計処理の方法の変更   有 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

（２）配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円  銭     
１６年９月中間期 ５.００  ─    
１５年９月中間期 ４.００  ─    
１ ６ 年 ３ 月 期         ― １０円００銭  

 

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円  百万円  ％  円  銭  

１６年９月中間期 ９２,２０９  ４２,２３１  ４５.８  ７７８.３８  
１５年９月中間期 ９０,５３３  ３６,９６３  ４０.８  ６９０.０１  
１ ６ 年 ３ 月 期         ９３,２８２  ３８,７５０  ４１.５  ７２０.４０  
(注)①期末発行済株式数 16 年 9 月中間期 54,256,115 株 15 年 9 月中間期 53,569,064 株 16 年 3 月期 53,550,100 株 
 ②期末自己株式数  16 年 9 月中間期  2,906,962 株 15 年 9 月中間期  2,974,345 株 16 年 3 月期  2,993,309 株 
 

２．１７年３月期の業績予測 （平成１６年４月１日 ～ 平成１７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期  末  
 百万円  百万円  百万円  円 銭  円 銭  

通   期 ９６,０００  ７,０００  ４,１００  ６.００  １１.００  
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ７２円８１銭 
 
※ 平成 17 年 3 月期の業績予想の前提条件及び業績予想の利用にあたっての注意事項等については、添付資料の６
ページをご参照ください 



 －２４－

比 較 貸 借 対 照 表 

 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当 中 間 期      前   期  前年中間期 

(平成 16 年 9 月 30 日) (平成 16 年 3 月 31 日) 対前期増減 (平成 15 年 9 月 30 日) 
期  別 

 
科  目 金  額 金  額  金  額 

（資産の部）            

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金           
受  取  手  形 
売    掛    金 
製        品 
原    材    料 
仕    掛    品 
貯    蔵    品 
前  払  費  用 
繰 延 税 金 資 産           
短 期 貸 付 金           
未 収 入 金           
そ の 他           
貸 倒 引 当 金           
 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産  
建        物 
構    築    物 
機 械 及 び 装 置           
車 両 運 搬 具           
工具・器具及び備品           
土 地           
建 設 仮 勘 定           

 無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア           
ソフトウェア仮勘定           
そ の 他           

 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券           
子 会 社 株 式           
長 期 貸 付 金           
長 期 前 払 費 用           
繰 延 税 金 資 産           
そ の 他           
貸 倒 引 当 金           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△ 

４５,６８８ 
８９９ 
１,４５２ 
２８,３８７ 
１,５２２ 
４,１１３ 
８２３ 
１３１ 
１３９ 
７６４ 
６,０１４ 
１,３１０ 
１４７ 
１８ 
 

４６,５２１ 
２１,１０６ 
４,７１３ 
２２３ 
３,９８５ 
５３ 

２,８２８ 
８,９３６ 
３６６ 
７５３ 
７２０ 
１８ 
１３ 

２４,６６１ 
１２,８３０ 
１０,９４０ 
１００ 
２０２ 
４５０ 
２１１ 
７４ 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△ 

４７,３４６ 
５,６０４ 
１,５９７ 
２６,２４０ 
１,３３８ 
４,２３０ 
７９３ 
９０ 
３８ 
４２６ 
５,２３５ 
１,６０８ 
１５９ 
１７ 
 

４５,９３６ 
２１,４８０ 
４,８１３ 
２３７ 
４,１８７ 
５５ 

２,５４６ 
９,５０７ 
１３１ 
７８４ 
７５０ 
１８ 
１４ 

２３,６７２ 
１１,９００ 
１０,８２０ 
１００ 
２１４ 
５０１ 
２０８ 
７４ 

 △ 
△ 
△ 
＋ 
＋ 
△ 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
△ 
△ 
△ 
 
＋ 
△ 
△ 
△ 
△ 
△ 
＋ 
△ 
＋ 
△ 
△ 
 
△ 
＋ 
＋ 
＋ 
 
△ 
△ 
＋ 

１,６５８ 
４,７０５ 
１４４ 
２,１４７ 
１８４ 
１１６ 
２９ 
４０ 
１０１ 
３３７ 
７７９ 
２９８ 
１１ 
１ 
 

５８４ 
３７３ 
１００ 
１４ 
２０２ 
１ 

２８２ 
５７０ 
２３４ 
３１ 
２９ 
─ 
１ 

９８９ 
９２９ 
１２０ 
─ 
１２ 
５０ 
２ 
─ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△ 

４３,９１７ 
４,５５７ 
１,２９０ 
２５,３６３ 
１,６４４ 
４,５７２ 
９８５ 
１２１ 
１７３ 
５３３ 
３,４５５ 
１,０７６ 
１５６ 
１５ 
 

４６,６１６ 
２３,１７９ 
４,９８１ 
２５０ 
４,４８１ 
５７ 

２,４７４ 
９,５０７ 
１,４２６ 
７２５ 
３９５ 
２９７ 
３２ 

２２,７１１ 
１０,０９０ 
１０,７６７ 
１００ 
２１９ 
１,３９５ 
２１２ 
７４ 

 

     
資  産  合  計 ９２,２０９  ９３,２８２  △ １,０７３  ９０,５３３  

 



 －２５－

 

 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当 中 間 期      前   期  前年中間期 

(平成 16 年 9 月 30 日) (平成 16 年 3 月 31 日) 対前期増減 (平成 15 年 9 月 30 日) 
期  別 

 
科  目 金  額 金  額  金  額 

（負債の部）            

流 動 負 債 
支  払  手  形 
買    掛    金 
短 期 借 入 金           
一年内返済長期借入金 
未    払    金 
未  払  費  用 
未 払 法 人 税 等           
前    受    金 
預    り    金 
賞 与 引 当 金           
設 備 関 係 支 払 手 形           
 
固 定 負 債 
社        債 
長 期 借 入 金           
退 職 給 付 引 当 金           
役員退職慰労引当金           
そ の 他           

３６,２８７ 
４２３ 

２２,６７０ 
５,３３０ 
１,６１５ 
１,３１１ 
１,５８１ 
１,８５９ 
５ 
５１ 

１,２０２ 
２３５ 
 

１３,６９０ 
６,８１８ 
４,２６９ 
１,２８９ 
２８２ 
１,０３０ 

 ４０,５５８ 
３４９ 

２２,１７３ 
１２,９４０ 
１,４１３ 
１,１２８ 
１,４３３ 
１２０ 
１ 

１５２ 
７３２ 
１１２ 
 

１３,９７３ 
７,５００ 
３,６９２ 
１,３１９ 
４０３ 
１,０５７ 

 △ 
＋ 
＋ 
△ 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
△ 
＋ 
＋ 
 
△ 
△ 
＋ 
△ 
△ 
△ 

４,２７０ 
７３ 
４９６ 
７,６１０ 
２０１ 
１８３ 
１４７ 
１,７３９ 
４ 

１００ 
４７０ 
１２２ 
 

２８３ 
６８２ 
５７７ 
２９ 
１２１ 
２７ 

 ４４,３３３ 
３３５ 

２１,８２８ 
１６,６３０ 
１,４１４ 
８５６ 
１,３７７ 
８０９ 
０ 
４３ 
８４３ 
１９４ 
 

９,２３７ 
─ 

４,３８５ 
４,３９１ 
３８９ 
７２ 

 

     

負 債 合 計 ４９,９７７  ５４,５３２  △ ４,５５４  ５３,５７０  

（資本の部）            

資  本  金 
 
資 本 剰 余 金        
資 本 準 備 金           
そ の 他 資 本 剰 余 金           
自己株式処分差益 

利 益 剰 余 金        
利 益 準 備 金           
任 意 積 立 金           
特別償却準備金 
別 途 積 立 金 
中間(当期)未処分利益           

１２,７７９ 
 

４,５３８ 
４,５０３ 
３４ 
３４ 

２３,６４１ 
９６０ 

１９,０６４ 
１８４ 

１８,８８０ 
３,６１５ 

 １２,４９５ 
 

４,２２０ 
４,２２０ 
０ 
０ 

２１,３２６ 
９６０ 

１６,６７４ 
１９４ 

１６,４８０ 
３,６９１ 

 ＋ 
 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
 
＋ 
△ 
＋ 
△ 

２８３ 
 

３１７ 
２８３ 
３４ 
３４ 

２,３１４ 
─ 

２,３９０ 
９ 

２,４００ 
７５ 

 １２,４９５ 
 

４,２２０ 
４,２２０ 
０ 
０ 

１９,９７６ 
９６０ 

１６,６７４ 
１９４ 

１６,４８０ 
２,３４１ 

 

          
その他有価証券評価差額金 ３,１３５  ２,６１２  ＋ ５２３  ２,１５９  
自 己 株 式          △ １,８６２  △ １,９０４  ＋ ４１  △ １,８８９  

     

資 本 合 計 ４２,２３１  ３８,７５０  ＋ ３,４８０  ３６,９６３  

負債及び資本合計 ９２,２０９  ９３,２８２  △ １,０７３  ９０,５３３  

 



 －２６－

比 較 損 益 計 算 書 

 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

当 中 間 期      前年中間期  前   期 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

対前年中間期 
増    減 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

期  別 
 
 
科  目 金  額 比率 金  額 比率  金  額 比率 

    ％  ％    ％ 

 営 

 業 

経 損 
 益 

常 の 

営 業 収 益      
売    上    高 

 
営 業 費 用      
売  上  原  価 
販売費及び一般管理費 

 
４７,９９３ 

 
 

４１,３９５ 
３,７２１ 

 
100.0 
 
 

86.3 
7.7 

 
４６,１５８ 

 
 

４０,５２５ 
３,７１９ 

 
100.0 
 
 

87.8 
8.1 

 
＋ 
 
 
＋ 
＋ 

 
１,８３５ 

 
 

８７０ 
１ 

 
９４,４０５ 

 
 

８２,９６６ 
７,４４０ 

 
100.0 
 
 

87.9 
7.9 

 部          

損  営  業  利  益 ２,８７５ 6.0 １,９１３ 4.1 ＋ ９６２ ３,９９９ 4.2 

           
益 営 
 業 
の 外 
 損 
部 益 
 の 

 部 

営業外収益 
受取利息及び配当金           
そ の 他 営 業 外 収 益           

 
営業外費用 
支  払  利  息 
そ の 他 営 業 外 費 用           
 

２,０１３ 
８０７ 
１,２０５ 

 
５１ 
４１ 
１０ 
 

4.2 
 
 
 
0.1 
 
 
 

９５０ 
７８０ 
１６９ 
 

５９８ 
５７ 
５４０ 
 

2.1 
 
 
 
1.3 
 
 
 

＋ 
＋ 
＋ 
 
△ 
△ 
△ 
 

１,０６２ 
２６ 

１,０３６ 
 

５４６ 
１６ 
５３０ 
 

１,３５１ 
８３８ 
５１２ 
 

８７８ 
１１０ 
７６８ 
 

1.4 
 
 
 
0.9 
 
 
 

           

  経  常  利  益 ４,８３７ 10.1 ２,２６５ 4.9 ＋ ２,５７２ ４,４７２ 4.7 

           

特
別
損
益
の
部 

 特 別 利 益      
固 定 資 産 売 却 益           
退 職 給 付 終 了 益 
退職給付会計基準変更時差異償却 

 
特 別 損 失      
固 定 資 産 処 分 損           
減 損 損 失 
投資有価証券評価損           
退職給付会計基準変更時差異償却 
そ の 他 

３０ 
１ 
─ 
２９ 
 

６３０ 
２２ 
５５１ 
１１ 
─ 
４４ 

0.1 
 
 
 
 
1.3 
 
 
 
 
 

０ 
０ 
─ 
─ 
 

１４５ 
２３ 
─ 
８３ 
３７ 
１ 

0.0 
 
 
 
 
0.3 
 
 
 
 
 

＋ 
＋ 
 
＋ 
 
＋ 
△ 
＋ 
△ 
△ 
＋ 

３０ 
１ 
─ 
２９ 
 

４８５ 
０ 

５５１ 
７１ 
３７ 
４３ 

２４９ 
０ 

２４９ 
─ 
 

２５１ 
１１９ 
─ 
８５ 
３０ 
１６ 

0.3 
 
 
 
 
0.3 
 
 
 
 
 

           

 税引前中間(当期)純利益 ４,２３７ 8.9 ２,１１９ 4.6 ＋ ２,１１７ ４,４６９ 4.7 

 法人税､住民税及び事業税 ２,０７０ 4.3 ９５０ 2.0 ＋ １,１２０ １,０４０ 1.1 

 法 人 税 等 調 整 額 △   ６４１ △1.3 △   ３８８ △0.8 △ ２５３ ３０６ 0.3 

 中間（当期）純利益 ２,８０８ 5.9 １,５５７ 3.4 ＋ １,２５０ ３,１２２ 3.3 

 前 期 繰 越 利 益           ８０７  ７８３  ＋ ２４ ７８３  

 中 間 配 当 額           ─  ─   ─ ２１４  

 中間(当期)未処分利益 ３,６１５  ２,３４１  ＋ １,２７４ ３,６９１  

 



 －２７－

 

［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 棚卸資産 
計器類の製品・仕掛品……総平均法による原価法 
その他の製品・仕掛品……個別法による原価法           
原    材    料……総平均法による原価法 
貯    蔵    品……最 終 仕 入 原 価 法           

(2) 有価証券 
① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
② その他有価証券 
時価のあるもの……中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
時価のないもの……移動平均法による原価法 

(3)デリバティブ取引 
時価法 

 
２．固定資産の減価償却方法 
(1) 有形固定資産……定率法 
(2) 無形固定資産……定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5 年)に基づく
定額法 

(3)長期前払費用……定額法 
 
３．引当金の計上方法 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権及び
破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(290 百万円)については 5年による按分額を償却しております。 
数理計算上の差異については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分額を、
翌期から費用処理することとしております。 

(4)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 
４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。 

 
５．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
６．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6 号 平
成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年 3 月 31 日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できることになった
ことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これにより税引前中間純利
益は 551 百万円減少しております。 



 －２８－

 
 

１株当たり配当金 
１６年９月中間期 １５年９月中間期 １６年３月期 

 
中 間 中 間 年 間 

 円  銭  円  銭  円  銭  
普 通 株 式        ５.００  ４.００  １０.００  

（内訳）       
特別配当 １.００  ─  ２.００  

       



 －２９－

 

［注   記］ 

 

貸 借 対 照 表 

 当 中 間 期          前 年 中 間 期 前       期 
１．子会社に対する短期金銭債権 
         長期金銭債権 
         短期金銭債務 
         長期金銭債務 

１５,８５３ 
─ 

４,８３２ 
６ 

百万円 
百万円 
百万円 
百万円 

１０,２６３ 
１０ 

５,３４２ 
６ 

百万円 
百万円 
百万円 
百万円 

１３,５１５ 
─ 

５,４７２ 
６ 

百万円 
百万円 
百万円 
百万円 

 
２．有形固定資産の減価償却累計額 ３６,１５２ 百万円 ３４,５６２ 百万円 ３５,２２１ 百万円 

 

３．(中間)貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器の一部については、リース契約により使用してお 

ります。 

 
４．国庫補助金の受入により有形固定資産の取得価額から控除されている圧縮記帳額 
車 両 運 搬 具 
工具・器具及び備品 

０ 
６３ 
百万円 
百万円 

０ 
６３ 
百万円 
百万円 

０ 
６３ 
百万円 
百万円 

 
５．担保に供している資産 
有 形 固 定 資 産 
投 資 有 価 証 券 

３,１９１ 
４,７５２ 

百万円 
百万円 

３,２５４ 
３,９７８ 

百万円 
百万円 

３,２１３ 
４,２７２ 

百万円 
百万円 

 
６．保証債務残高 １９１ 百万円 １,２０６ 百万円 ７３３ 百万円 

 
７．当中間期中の発行済株式数の増減 
 

発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円） 
平成 16年 4月 1日 
～9 月 30 日 

転換社債の転換 619,668 566,996,220 283,807,944 

 

 

損 益 計 算 書 

  子会社との取引 
売    上    高 
営  業  費  用 
営業取引以外の取引高 

１４,６１５ 
９,７９９ 
５８９ 

百万円 
百万円 
百万円 

１１,５１２ 
９,５１６ 
４６３ 

百万円 
百万円 
百万円 

２４,０５３ 
１９,６５６ 
１,１０４ 

百万円 
百万円 
百万円 

 

 


